

























































































































































































































































・サロン活動 ・見守り支援  etc…
地域課題の解決 
地域への意識醸成 
関係性強化・構築 
意欲をもって地域
に関わる姿勢 
関心をもって地域
に関わる姿勢 
経験の共有・協働を
志向する姿勢 
「つながり」の形成・強化 
活動の活性化
活動の展開
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（2）西之表市行政職員へのヒアリングを通して
現状においては，高齢者の在宅志向を支えるべく，これまで地域の中で培われてきた地縁やボランティ
ア活動といったインフォーマルサポートと介護保険に代表されるフォーマルケアを重層的に展開すること
により，高齢者の満足度の高い生活を維持できるように取り組んでいるとのことであった。その結果，高
齢者本人の「介護が必要になっても在宅生活を希望する」というニーズは介護保険施行後も概ね充足され
ており，その背景には従来のインフォーマルサポートがそのまま機能し続けたということが挙げられた。
フォーマルケアが充実すると，これまでインフォーマルサポートに頼っていた部分がフォーマルケアで補
填され，インフォーマルサポートが衰退することも考えられたが，西之表市の場合はインフォーマルサ
ポートが維持され，高齢者の在宅生活を支え続けている現象が見られた。一方で，人口減少に伴うマンパ
ワーの低下は地縁等のインフォーマルサポートの希薄化を生み出しつつあり，徐々にインフォーマルサ
ポートの地域差が西之表市内でも顕在化してきていることが懸念されていた。
行政職員としてもこうしたインフォーマルサポートの重要性を介護保険前より認識しており，介護保険
施行後もそのフォーマルケアの拡充と併せて，インフォーマルサポートの維持・形成に向けた働きかけに
取り組んできていたとのことであった。インフォーマルサポートの力を維持していくために，フォーマル
ケアで対応できる部分はフォーマルケアで対応しつつ，フォーマルケアで補いきれない課題については，
インフォーマルサポートで対応できるように各種協議体や研修会の充実を図ってきた経緯が報告された。
こうした取り組みが実践できた背景には，介護保険導入時において地域住民に対して制度の説明等を丁寧
に行い，地域住民と行政の関係性を深めたことによって生まれた情報交換体制やその情報を共有して地域
の課題を分析できる体制にあったとのことであった。実際に行政職員が行った取り組みとしては，まず地
域のリーダーや顔役に対して挨拶を行い，顔の見える関係を継続して構築しつつ，地域の実情を共有し，
それらを充足させるために必要な知識や活動を提案するに至っていた。
４．持続可能な地域包括ケアシステム構築に向けた提言
ヒアリング結果から明らかになったこととして，行政職員ならびに地域における活動主体双方がイン
フォーマルサポートの重要性を認識し，維持・発展に向けた取り組みを行うことができていたことが挙げ
られる。地域包括ケアシステムを構築していくうえで，行政と地域における活動主体の協働は必要不可欠
であり，西之表市ではその協働が円滑に行われていたことが示されていた。行政職員は，従来より地域と
接点を持ち続けており，またその接点を活かして地域の実情把握と問題意識の共有が図られていた。その
結果，補助金等に対する情報提供や，活動運営に対する事務的補助，活動内容に対するアイディアの提供
等に取り組むことができていた。一方で地域における活動主体であるインフォーマルサポートの担い手
も，各活動に生きがいや充実感を感じており，積極的に活動が運営されていた。しかしながら，先述した
通りインフォーマルサポートの地域差が顕著化し始めた現状においては，今回の調査で明らかとなった
「今後の課題」を看過することもできない。そこで，今後の持続可能な地域包括ケアシステム構築に向け
た提言として，上記調査結果から得られた視座を以下に示すこととする。
（1）活動の担い手確保・調整
今後の継続性を担保するためには活動の担い手を確保することが必要不可欠となる。また，単に人を集
めるのではなく，集まった人々の調整を行い，常に担い手が成長できるように支援していくことが求めら
れる。行政職員は日頃から地域における様々な活動に関わる機会も多く，またその関わりの中からキー
パーソンとなり得る可能性のある人物の情報を得ることも少なくない。そこで，事前に把握した担い手候
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補となるような人々と接点を持ち，自分たちが行おうとしている活動の趣旨や目的を担い手に知ってもら
い，活動に巻き込んでいく為のリクルート活動に努める必要があるものと考える。また，地域の活動主体
側としても，現在のリーダー格のメンバーが担っている役割を明確にし，役割を分割可能な範囲で分割し
たうえで，複数のメンバーでその役割を担うなど，役割の移譲を進めることで担い手の世代交代を図って
いくことが求められると考える。
（2）活動のモニタリング（評価）
活動が目的どおりの活動を展開できているか，当初の方向性と異なった方向に向かっていないかを確認
することは，今後の活動の展開を有意義なものにするうえで重要となる。ヒアリングにおいても，地域に
おける活動主体が「適切な支援を行うことができているか」ということについて不安を感じていることが
明らかとなっており，こうした不安を払拭するためにも定期的な活動のモニタリング（評価）を行ってい
く必要があると考える。そのためにも，行政職員が活動に継続的に関わり，必要に応じて専門的な知見か
ら活動の成果を評価するとともに，振り返りの場を設けて成果の共有を図るなどしていくことが求められ
る。また，地域の活動主体側としても活動を行ううえでの目的や手段，構想などをあらかじめ言語化して
おき，活動を評価する際の評価軸として用いる準備を整えておく必要があるものと考える。
（3）活動成果のアウトプットと社会的価値の付与
活動は最終的に何かしらの成果をもたらすことになるが，この成果は参加者・関係者だけでなく社会的
にも評価されることになる。地域社会，ひいては社会全体から肯定的な評価を受けることは，活動のパ
フォーマンスを高め，活動を活性化することが考えられることから，自らの活動が社会的にどのように見
られており，どのように評価されているのかを関係者が知る機会を積極的に設けていくことが地域包括ケ
アシステムを維持させていくためには有益であると考える。地域住民や社会に対しての報告会の開催，
HPや広報誌を用いた活動成果の報告などを積極的に行うことは，活動に社会的価値を付与していくこと
につながり，新たな補助金の獲得や財源の確保にも影響を及ぼすものと考えられるため，行政がアウト
プットできる場を設定していくだけでなく，地域における活動主体もそうした場に関わりを持って，自ら
の言葉で発信していくことが求められる。
上記のような取り組みを，行政・地域活動主体が協働していくことで，ヒアリング結果で示されたよう
な課題点を克服し，現状の地域包括ケアシステムの維持・発展を図っていくことが今後は求められるもの
と考える。
５．研究の限界と課題
島嶼地域には伝統的な地域文化が息づいているが，中でも地域社会における相互扶助としての互助行為
は，一定の地域や集団における恒常的な生活課程の中で一定の生活目的のために特定の機会に行われてい
るという特殊性をもっている慣行でもあった［8］と指摘されるように，現時点で取り組まれている活動
の多くが，生活文化として根付いてきた互助慣行を継承した活動であることを踏まえると，今回の調査研
究では「ゼロから活動を立ち上げるために必要な支援」という側面には言及し切れておらず，あくまで従
来取り組まれていた活動を基盤に，その活動をどのように維持・発展させていくかということについてま
とめられたものとなっている。そのため，今回の視座を全ての地域包括ケアシステム構築実践に援用させ
ることは難しいと考えられる。こうした課題を踏まえ，今後は新規に活動を立ち上げた調査地で新たな調
査を実施し，補完していくことが求められる。
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しかしながら，今回の調査研究で得られた視座は，ある程度地域包括ケアシステムが軌道にのった地域
であれば，そのシステムを維持・発展していくための一助になるものと考える。今回得られた視座をもと
に，今後の研究を精緻化していくとともに，今後の研究として地域に介入していくアクションリサーチを
実施していくことでその有意性を検証して行ければと考える。
謝辞
本研究は平成29年度鹿児島国際大学附置地域総合研究所共同研究プロジェクトの研究助成を受けて実施
したものである。
引用文献
1. 高齢者介護研究会（2003）「2015年の高齢者介護―高齢者の介護を支えるケアの確立に向けて」『高齢者介護研究
会報告書』．（http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/kentou/15kourei/3.html#2-2）
2. 地域包括ケア研究会（2013）「平成24年度老人保健健康増進等事業〈地域包括ケア研究科会〉地域包括ケアシス
テムの構築における今後の検討のための論点」『持続可能な介護保険制度及び地域包括ケアシステムのあり方に
関する調査研究事業報告書』三菱東京UFJ リサーチ&コンサルティング．
3. 福武直（1983）「コミュニティ理論の形成と展開」磯村英一編『コミュニティの理論と政策』東海大学出版会．
4. 小磯明（2009）『地域と高齢者の医療福祉』お茶の水書房．
5. 総務省統計局（2011）『平成22年国勢調査結果』．（http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/kihon1/pdf/
youyaku.pdf）
6. 内閣府政策統括官共生社会政策担当（2013）『高齢者の健康に関する意識調査』．（http://www8.cao.go.jp/kourei/
ishiki/h24/sougou/gaiyo/pdf/kekka_1.pdf）
7. 井上英春（2003）『福祉コミュニティ論』小林出版．
8. 恩田守雄（2008）『共助の地域づくり：公共社会学の視点』学文社．
